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 「公共メディア・ＮＨＫの行動指針」
（2020年3月24日公表）

今こそＮＨＫは、受信料で支えられる公共メディアとして、
放送に加えて、いつでも、どこでも、見逃した情報もご覧
いただけるインターネットの利点も生かし、次の６つの柱
を軸に、真に役立つ放送・サービスを届けるという使命に
応えてまいります。

 正確な情報を迅速に届け、安全・安心を守ります
 経済・社会活動への影響の軽減に貢献します
 学びの機会を増やして、幅広い層の“教育”に貢献します
 良質な娯楽番組や文化・芸術活動を届け、社会的不安の
軽減に貢献します

 日本国内の正しい情報を世界に発信し、国際社会にも貢
献します

 必要な放送・サービスを届ける機能の維持に万全を尽く
します

■行動指針を策定・公表
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放送の取り組み

 「命と暮らしを守る」報道
テレビ・ラジオ・インターネットとあらゆる伝送路を使い、最新の情報や各種の支援策など、海外
を含めて、連日さまざまな情報を伝えている

 家庭で学び楽しむためＥテレ（教育テレビ）で特別編成
一斉休校措置を踏まえて、Ｅテレではマルチ編成のサブチャンネルで学習に役立つ番組を特別編成。
休校期間の延長に対応して、Ｅテレで放送している教科番組を活用した授業スタイルの番組「フラ
イデーモーニング・スクール」という番組を開発し、４月から放送を開始。

指定公共機関として事業継続を図る取り組み

 県間移動が制限されるなか、管理部門からの現場支援等を行い、
グループ分けなども駆使して、この難局に“オールＮＨＫ”で
ニュースや関連番組の放送を増やし対応

✓３密（密閉・密集・密接）を作らないよう、グループを分けた
勤務やリモート収録、遠隔編集業務支援などを推進

✓取材や出演の際は、できる限り電話やネットを活用
✓受信料の契約・収納業務は当面、全国の地域で訪問活動を自粛
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インターネットの取り組み

 「ＮＨＫプラス」（４月から本格サービスを開始）
インターネット常時同時・見逃し番組配信サービス「ＮＨＫプラス」では、新型
コロナウイルスについて取り扱った番組を集めたプレイリストや、子どもたちが
自宅で楽しく過ごせるよう親子で視聴できる番組を集めたプレイリストなどを用
意。ＮＨＫプラスの利用登録申請数は約６１万件に（４月末現在）

 教育ポータルサイト「NHK for School」
教育コンテンツを集めたポータルサイト「NHK for School」でも、子どもたちが
家庭で学び楽しむことができるよう特設ページを開設するなどして対応。教育現
場やご家庭からも感謝の声が寄せられている

 「ＮＨＫスペシャル」を英語化して国際発信
新型コロナウイルス関連の「ＮＨＫスペシャル」を英語化して、テレビの国際放
送「ＮＨＫワールドＪＡＰＡＮ」で放送するとともに、ＶＯＤでも配信し、海外
に向けて日本の状況や取り組みを正確に伝え、多数の視聴を得ている

 民放公式テレビポータル「ＴＶｅｒ」にも「ＮＨＫスペシャル」などを展開
「ＴＶｅｒ」の多様性にも寄与
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 NHKの対応を評価する人は3月の調査で約7割、4月の調査では約8割に上昇
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ＮＨＫの新型コロナウイルス対応に関するネット調査（３月・４月）

（設問）ＮＨＫは、新型コロナウイルスの発生・感染拡大を受けて、テレビやインターネットで関連するニュース・情報を多く放送・
提供するとともに、休校対応に伴い自宅にいる子どもたちや保護者に向けた情報やサービスを幅広く提供しています。
あなたは、このＮＨＫの対応について、どのようにお考えですか。
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※2020年3月20日～21日、4月17日～19日に全国で実施したインターネット調査（15歳～79歳の男女を対象、最終有効サンプル数：3月・3,629、4月・3,095）

評価する どちらかというと評価する
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情報を取得しているメディア
（設問）あなたは、以下のメディアで新型コロナウイルスに関する情報を見聞きしていますか。

見聞きしているメディアをすべてお知らせください。（いくつでも）
（％）

 ＮＨＫと民放のテレビが、主要な情報取得先となっている
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各メディアへの評価（全年代合計・４月調査）
（設問）あなたが、新型コロナウイルスに関する情報を見聞きしているメディアについて、どのように感じていますか。

あてはまるものをすべてお知らせください。（それぞれいくつでも）

■ＮＨＫテレビは、情報の信頼性・詳細性・安心安全など、
民放テレビは、情報の分かりやすさ・幅広さなどで高評価を得ている

最新の情報
が得られる

情報が
信頼できる

情報がわか
りやすい

詳しい情報
が得られる

幅広い情報
が得られる

安心・安全
につながる
伝え方をし
ている

求める情報
にたどり着
きやすい

テレビ（ＮＨＫ、ＮＨＫプラスも含む） 71% 49% 32% 30% 24% 16% 8%

テレビ（民放） 67% 23% 37% 25% 29% 10% 6%

ＮＨＫのラジオ 70% 39% 33% 19% 16% 15% 7%

民放のラジオやコミュニティラジオ 60% 25% 34% 18% 18% 14% 6%

新聞 45% 49% 37% 37% 32% 13% 10%

ＮＨＫのインターネットサイトやアプリ 72% 44% 36% 26% 24% 18% 15%

民放のインターネットサイトやアプリ 64% 20% 23% 19% 26% 9% 9%

新聞社のインターネットサイトやアプリ 66% 31% 29% 28% 26% 7% 12%

Yahoo!JAPANのサイトやアプリ 74% 15% 24% 20% 26% 5% 13%

スマートフォン・タブレット端末向けの
ニュースアプリ 73% 18% 26% 19% 24% 6% 9%


情報を取得しているメディア

				情報を取得しているメディア（％） ジョウホウ

						第１回調査 ダイ カイ チョウサ		第２回調査 ダイ カイ チョウサ

				テレビ（ＮＨＫ、ＮＨＫプラスも含む） フク		62		64

				テレビ（民放） ミンポウ		74		79

				ＮＨＫのラジオ		6		5

				民放のラジオやコミュニティラジオ ミンポウ		8		8

				新聞 シンブン		36		39

				家族・友人からのメールや
ＬＩＮＥ等のメッセージ カゾク ユウジン トウ		15		23

				ＮＨＫのインターネットサイトやアプリ		6		9

				民放のインターネットサイトやアプリ ミンポウ		5		8

				新聞社のインターネットサイトやアプリ シンブンシャ		7		9

				Yahoo!JAPANのサイトやアプリ		43		51

				その他のポータルサイトやアプリ タ		18		21

				５ちゃんねる、まとめサイトやアプリ		6		5

				スマートフォン・タブレット端末向けの
ニュースアプリ タンマツ ム		18		32

				ソーシャルメディア		15		19

				インターネット上の動画サービス ジョウ ドウガ		12		15

				厚生労働省や首相官邸など、
政府関連のホームページ コウセイロウドウ シュショウカンテイ セイフ カンレンオ		9		15

				上記以外のインターネットの
サイト・アプリ ジョウキイガイ		6		7

				家族・友人から直接聞いて カゾク ユウジン チョクセツ キ		20		26

				その他 タ		0		0

				上記の中で見聞きしたものはない ジョウキ ナカ ミキ		6		2
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 NHKの編成への期待として、「新型コロナ関連の最新情報・ニュース」への期待が上昇
一方で、「楽しくリラックスできる、家族で楽しめる番組」への期待も上昇
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34.0
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NHKの編成に期待すること（％、MA）
（設問）新型コロナウイルスの感染拡大に関連して、あなたはどのような番組や情報をＮＨＫに期待します
か。

あてはまるものをすべてお知らせください。 10-20代 30-50代 60-70代全 体

家族で一緒に楽しめる番組を
増やしてほしい

 取材・制作環境に制限がある中でも、創造力を発揮し視聴者ニーズに対応
・完全テレワークによる新作ドラマの制作（「今だから、新作ドラマ作ってみました」等）
・閉館中の美術館をリモートで体感する番組の制作（「おうちでミュージアム（ごごナマ）」）

3月調査
4月調査



今後の経営環境：受信料収入の推移と見通し 8
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7,200

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

（決算）

（決算）

（決算）

（見込み）

（予算）

（決算）

◆ 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う営業活動への影響も

◆ 受信料の値下げに加えて、
世帯数の減少・テレビ保有率の低下による長期的な減収トレンド

（億円）

（年度）

前 中期経営計画
（2015-2017）

（重点事項・収支計画を含む）

次期 中期経営計画
（2021-）

（重点事項・収支計画を含む）

現 中期経営計画
（2018-2020）

（重点事項・収支計画を含む）



業務全体の見直しの考え方 9

 オリンピック・パラリンピック東京大会終了後、次期中期経営計画の初年度であ
る2021年度以降については、事業規模の見直しを加速させる。とりわけ、業務委
託や施設・設備の整備の在り方などを検証し、事業支出の削減を着実に進め、次期
中期経営計画は、こうした収支改善の取り組みを十分に反映させた計画とすること
を目指す。なお、2020年度中に策定する次期中期経営計画については、改正放送
法に基づく経営委員会の意見募集の手続きに間に合うよう早急に策定を進める。

 ４Ｋ・８Ｋ放送の普及段階を見据えた衛星放送の在り方については、視聴者保護
の観点を堅持した上で現在の４波（ＢＳ１・ＢＳＰ・ＢＳ４Ｋ・ＢＳ８Ｋ）を３波
に整理・削減する。（中略）音声波の在り方は、非常災害時に果たす役割や民間放
送事業者の動向などを踏まえつつ、公共放送として求められる役割なども考慮し、
引き続き検討する。今後、協会が公共メディアとして果たすべき役割と、それを踏
まえたテレビ・ラジオ・インターネットなど保有するメディアの在り方について検
討を続ける。

■「総務省の基本的考え方」に関する日本放送協会の検討結果について（2019.12.8）



次期中期経営計画での業務の考え方

 次期中期経営計画においても、既存業務の徹底した見直しを進め、事業規
模の見直しを加速させながら、重点投資が必要なものについてきちんと投資
するなど、メリハリのある経営を行う。計画期間中に取り組む事業内容と事
業規模を示し、収支の見通しを策定する

 その際に、受信料で支えられているＮＨＫが果たすべき役割とは何かを明
確にした上で、「ＮＨＫらしさの追求」というキーコンセプトのもと、計画
期間中に重点的に取り組む施策の方向性を示す

 例えば、ジャンル管理の徹底により「ＮＨＫならでは」のコンテンツ・サ
ービスに経営資源の集中を図ることや、衛星波を含むメディアの在り方に関
して一定の方向性を示すことなどの検討を進めている

 必要な投資は実施する（老朽化した各地の放送会館の建て替え・補修、新
放送センターの設備整備等）

10



衛星放送の在り方について 11

 ４Ｋ・８Ｋ放送の普及段階を見据えた衛星放送の在り方については、２Ｋ放送のみ
ご覧いただいている視聴者が多いことを踏まえて、視聴者保護の観点を堅持した上で、
現在の４波を「２Ｋ・４Ｋ・８Ｋ」の３波に整理・削減する。国の「４Ｋ・８Ｋ推進
のためのロードマップ」を踏まえて、オールジャパンで取り組む中で、公共放送とし
て先導的な役割を果たしていきたい。

 整理・削減にあたっては、視聴者が４Ｋ放送をご覧いただける視聴環境が整うこと
や、外部を含めたコンテンツの制作体制が２Ｋから４Ｋに円滑に移行することが前提
と考えている。今後、オリンピック・パラリンピック東京大会に際しての４Ｋ・８Ｋ
放送の普及状況や整理・削減に対する視聴者・国民の意向等を十分に把握した上で、
2020年度中を目途に整理・削減に向けた案を策定する。

 また、整理・削減を見据えて、来年度から４Ｋ・２Ｋの“一体制作“を加速させるこ
と等により、事業支出の削減を着実に進めつつ、４Ｋ放送の普及推進と外部の制作体
制の４Ｋ化を促すことにより、整理・削減の実施に向けて、みずから積極的に環境を
整えていきたい。

■「４Ｋ・８Ｋ放送の普及段階を見据えた衛星放送の在り方について」（2019.12.12）



【参考】４K・８K推進のためのロードマップ～第二次中間報告（2015年7月）

衛星放送の在り方について 12

（出典：総務省 ４Ｋ放送・８Ｋ放送 情報サイト）



業務改革の新たな取り組み

 会長直属の特命プロジェクト設置について

 ＮＨＫにおいて長年積み重なってきた課題等を洗い出し、解決に向けた
具体策を示して、放送・サービス、業務における改革を推進するため、
2020年5月11日に会長直属の特命プロジェクトを設置した

 これまでＮＨＫ内で検討されてきた改革提案の精査を行いながら、優先
すべきテーマを絞り込み、ＮＨＫの課題解決に向けた計画立案や、ＮＨＫ
の業務や支出等の見直しに関する計画の立案などを行う

 ＮＨＫの未来を見据え、大胆で、実現可能であり、しかも持続可能な改
革提言を短期間のうちに取りまとめ、必要なものは次期中期経営計画に反
映させるよう検討を行う

13



受信料の公平負担の徹底と
営業経費の抑制



15

2,496 2,433 2,371 2,334 2,306 2,275 2,229 2,188 2,144 2,109 2,085 2,055 2,029 2,012 2,011 2,007 

1,194 1,229 1,247 1,284 1,334 1,387 1,456 1,543 1,622 1,706 1,788 1,871 1,949 2,018 2,095 2,162 

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

地上 衛星

77%

72%

69% 69% 70% 70% 70% 71% 71%
73% 74%

76% 77%
79% 80%

82%

3,690 3,662 3,618 3,618 3,640 3,662 3,685 3,731 3,766 3,815 3,873 3,926 3,978 4,030 4,106 4,169

支払率

受信契約数 （単位：万件）

受信料の支払率と受信契約数の推移



16

解約
125 

住所変更（転出）
131 

転居先不明
34 

新規契約
222

住所変更（転入）
131 

減少数

取次数

（万件）
受信契約取次数、減少数（2018年度実績値）

増加分（63）

計290

計353

解約の内訳：
• 世帯の合併に伴う解約
• 世帯消滅
• 機器故障・撤去 等

 受信契約数の増加に向けては、減少数を上回る取次数の確保が必要
 支払率の向上に向けて、未収の削減（未収者からの収納等）の活動も必要

住所変更：
取次数と減少数の双方に計上
（自主的な申出は７割にとどまるた
め、３割は訪問活動で取次）

受信契約取次数と契約増加



17契約・収納活動の流れ

点検・把握
活動

契約・
支払いの
説得

新規契約
締結

受信料
の請求

受
信
料
を
収
納

面接
活動

受信機
設置確認

契約・収納活動の流れ

住所変更
手続

旧住所の
契約確認

未収者への
支払いの
説得

口座

クレジット

継続振込

住所変更
の場合



18訪問活動における困難性

主な
制度的
背景

困難性

点検・把握活動 面接活動
（コンタクト） 受信機設置確認 契約・支払いの説得

１軒１軒訪問して転居
の有無等について確認
すること（訪問巡回）
が必要

在宅率の低下、オート
ロック式共同住宅の増
加等を背景に、契約勧
奨のために訪問しても、
面接することが困難

視聴者の申告に基づく
テレビ設置（衛星受信
機を含む）確認となり、
確実な設置把握が困
難

説明を尽くしても、未視
聴等を理由に受信契
約締結に応諾いただけ
ない場合がある

把握の困難性 面接の困難性 確認の困難性 説得の困難性

ＮＨＫでは視聴者の氏
名・住所等を知りえない
（住所・氏名等が分か
れば、郵便等による対
策が可能）

ＮＨＫでは、強制的な
契約・支払いは求めら
れない

ＮＨＫでは受信機設
置の有無を知りえない
（ＣＡＳメッセージによ
る自主的な設置申出は
限定的）

ＮＨＫでは視聴者の氏
名・住所等を知りえない
（住所・氏名等が分か
れば、郵便等による対
策が可能）

年間訪問件数
１.4億回

面接率
(面接数／訪問数)

16％

契約率
(取次数*／訪問数)

2％
2018年度
実績値

＊新規契約、住所変更、衛星契約への変更、支払再開の合計数



19契約・収納活動経費（営業経費）の内訳

※2018年度決算

請求・収納、管理に係る費用
３４８億円 （４５％）

通常の請求・収納や事務情報処理、システム運用
等に係る受信契約の管理のために必要な経費
（受信契約数の増加よる変動あり）

未契約者・未収者対応等に係る費用
４２５億円 （５５％）

未契約・未収者対応や契約者の異動把握等に係る
公平負担の徹底、制度維持のために必要な経費
（契約・収納活動に連動）

地域スタッフや法人委託など
訪問要員への手数料 ３４４億円

文書・電話等による契約勧奨
等に係る経費 ８１億円

公平負担の徹底を図りつつ、
この費用をいかに圧縮できるかが課題

固定的費用 変動的費用



20「訪問によらない活動」の推進

郵便転居届とのワンライティング化

ガス・電力事業者等による住所変更取次

不動産会社・ＣＡＴＶ事業者との連携

専用投函資材による契約勧奨

CASメッセージを活用した衛星契約勧奨

多様な支払窓口の拡大

住所変更

新規契約・住所変更・衛星契約

新規契約・住所変更

主な取次効果

衛星契約

収納（未収抑止）

 「訪問によらない活動」の取組事例

インターネット営業センター「受信料の窓口」 新規契約・住所変更・衛星契約・
支払変更

住所変更



21営業改革の推進による取次割合の推移等

50%50%

2018年度

訪問によらない取次
訪問取次

38%
62%

2008年度

（110万件）

（177万件）

（178万件）（175万件）

訪問によらない
取次割合
+12pt

受信契約に関する届出方法の内訳取次割合の推移

新規契約

住所変更

訪問によらない取次 訪問取次

2018年度

67%
（88万件）

４1%
（90万件）

33%
（43万件）

59% 
（132万件）

訪問による取次が多い
（自主申出は限定的）



収納活動の
流れ 点検・把握活動

面接活動
（コンタクト）

受信機設置確認 支払いの説得

イギリス 郵便局の住所情報
を活用して把握

原則、文書により対応
（受信許可料未払者に対
し再三の警告を経て実施）

警告を経て実施される
面接時に実施

受信機設置確認後、TV 
Licensingによる告発を
経て、罰金・罰則あり

フランス 住居税支払者情報等
を活用して把握

住居税と一括納付
のため不要

国民・視聴者から未設置を
申告することが必要

未払いおよび虚偽の未設置
申告者への罰金・罰則あり

ドイツ 住民登録情報
を活用して把握

全世帯一律で課せられるた
め不要

イタリア 電気料金支払者情報
を活用して把握

電気料金と一括収納
のため不要

国民・視聴者から未設置を
申告することが必要

未払いおよび虚偽の未設置
申告者への罰金・罰則あり

韓国 電気料金支払者情報
を活用して把握

電気料金と一括収納
のため不要

国民・視聴者から未設置を
申告することが必要

未払者・未登録者には
罰金・罰則あり

未登録・未払い時の
罰金・罰則あり

22

全世帯一律で課せられるた
め不要

主な海外の公共放送の制度整備



23諮問第２号「公平負担の徹底のあり方について」答申

【答申（平成29年9月12日）の概要】
 「居住情報の利活用制度」
本制度は、視聴者・国民にとって、訪問を受けることなく契約手続きを簡便に行えるという利点がある。あわせて、公平負
担の徹底という目的には、公益性・合理性が認められることから、制度を整備する妥当性がある。ただし、照会情報は氏
名住所に限るなど、十分な安全管理措置が必要。

 ｢受信設備の設置状況の設置確認制度｣
本制度は、受信設備を設置していない者にとって、申し出ることにより訪問による契約勧奨を受けることがなくなるという
利点がある。あわせて、公平負担の徹底という目的には、公益性・合理性が認められる。また、視聴者からの申し出以外に
ＮＨＫは受信設備の設置状況を確認する方法がないことから、制度を整備する妥当性があると考えられる。

 「不払い等を抑止する制度」
罰則を伴う支払義務化は慎重に検討すべき。既に放送受信規約に規定されている割増金の運用の検討が妥当。

 「公共料金等との一括支払い制度」
事業者に受信料の収納業務を行う義務を法的に課す形は困難。現在、ＮＨＫが一部で行っているように、各事業者との
自主的な取り組みを推進する形が妥当。

諮問第２号「公平負担徹底のあり方について」（平成29年2月27日）
今後、さらなる公平負担の徹底と営業経費の抑制を図るため、諸外国の公共放送の取り組み事例等を踏まえ、国内の諸
制度との整合性、視聴者・国民の理解等の観点から、適切な制度整備のあり方について、見解を求める。
（検討の背景）
• 受信設備を設置した者のうち約２０％が受信料未払いと推定され、受信料を支払っている多数（約８０％）の者にとって不公平な状態
• 公平負担の徹底の結果としての受信料収入の増加は、放送サービスの充実や視聴者・国民の負担軽減等という形で還元につながる
• 住環境・生活時間帯の変化により、訪問活動による受信者の把握や面接が、視聴者・国民の生活様式に合わない状況も生じてきている

 ＮＨＫ受信料制度等検討委員会



24受信契約に関する視聴者対応について

視聴者 NHKふれあいセンター
問い合わせ
意見・苦情

・苦情を起こした訪問員・法人事業者へ
の直接指導
・事例をもとにした講習会、研修の開催
（全体・個別）

職員が苦情内容や事実関係を確
認し、職員または法人の管理者が
電話・訪問等により対応

各放送局営業部・センター 法人事業者

業務指導

訪問員
講習会・研修

職員等が対応

苦情内容
の分析

指導・講習
内容の検討

説明用資材
等の作成

対応依頼

対応結果

管理者

• 国民生活センター
• 消費生活センター等

（全国都道府県、市区町村等）

意見交換

 受信契約に関する視聴者対応の流れ

ＮＨＫ

（2019年度）
受信料関係

212万9,000件
うち、訪問に関する苦情

約２.９万件



ＮＨＫ グループ経営について



26NHKグループ経営改革の方向性

◇グループ全体で、公共メディアとしての存在価値を
最大化する施策を策定し、視聴者に説明する

グループガバナンスの強化（経緯）

• 2015（平成27）年度、子会社における不祥事発覚を契機に内部統制関係
議決を修正し、「グループ経営改革の方針」を立て、諸施策スタート

• 放送法が改正され（令和元年）、子会社の内部統制に関する規定が追加さ
れたことも踏まえ、改革を継続



関連団体 事業の目的

関連団体は、ＮＨＫグループの一員として、公共放送ＮＨＫの業務を補完・支援する
ことを基本として、以下をその事業目的とする。

(1) ＮＨＫの業務の効率的推進
(2) ＮＨＫのソフト資産やノウハウの社会還元
(3) 副次収入によるＮＨＫ財政への寄与

27
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NHKエデュケーショナル

NHKテクノロジーズ

NHKグローバルメディアサービス

NHKアート

日本国際放送

番組（地域番組含む） 等

教育番組 等

ニュース・報道番組 等

外国人向けテレビ国際放送番組の制作、送出 等

美術業務 等
制作技術業務、放送・受信設備の建設・保全 等

NHKビジネスクリエイト

NHK営業サービス 受信料関係事務 等

NHK出版
NHKプロモーション
NHK文化センター

番組テキストの発行 等
番組関連イベントの企画、実施 等
講座を通じた番組の利用促進 等

視
聴
者
の
み
な
さ
ま
へ
の
貢
献

建物・設備の管理、経理事務 等

放送衛星システム

ビーエスコンディショナルアクセスシステムズ

（放送に関する社会基盤への出資）

NHKコスモメディアアメリカ

NHKコスモメディアヨーロッパ

■子会社・関連会社

Ｎ
Ｈ
Ｋ

番組制作 放送番組 等

番組の美術・技術 等

NHKエンタープライズ

管理・サービス 等

番組の展開 等

■関連公益法人等

日本放送協会共済会

NHKサービスセンター

NHK放送研修センター

NHKインターナショナル

NHKエンジニアリングシステム

社
会
貢
献

番組情報誌の発行・広報業務 等

外国放送事業者への番組提供 等

技術の移転、特許の斡旋 等

NHK職員、放送事業者向けの研修 等

NHK職員の福利厚生の委託

※この他に、日本放送協会健康保険組合がある

放送を利用する通信制高等学校 等

放送利用を目的とする演奏会の実施 等

社会福祉番組の普及 等

助

成

NHK学園

NHK交響楽団

NHK厚生文化事業団

■関連公益法人等

関連団体 各団体の役割



29放送法改正への対応①

関連団体（子会社・関連会社・関連公益法人等）

経営 委 員 の 中 か ら 任 命

監
督

指
導
・
監
督

調
査

ＮＨＫグループ

経営委員会

監 査内部統制
関係議決

関連団体
運営基準

執行部

内部統制システムの議決・体制・監査等

情報公開の充実

業務範囲の適正性

業務委託の効率性・適正性

利益剰余金の適正な還元

改正のポイント

監査委員会

放送法・省令への対応

子会社ガイドラインへの対応

2019年12月改正

2020年1月改正



30放送法改正への対応②

改正放送法施行規則 第55条の2に定められた関連団体に関する13項目を公表
従来公表していた文書に加え、2019年12月に一部の文書を新たに公表

「子会社のみ」に公表が求められている項目についても
「子会社以外」も可能な限り公表できるよう努める

NHKグループ事業運営について広く理解してもらえるよう
より利用しやすく分かりやすい情報提供となるよう努める

情報提供の内容

情報提供の範囲

情報提供の方針

子会社の取締役等に対する報酬、退職金の支給の基準
…NHKが定める各団体共通の基準に加え、
各団体が毎年の事業報告書に記す役員報酬（総額・対象人数等）を公開

子会社の職員に対する懲戒処分に関する公表の基準
…共通事項として、NHKの公表基準に準ずるものを公表

新たに公表した主な項目

https://www.nhk.or.jp/kanrenjigyo/

「NHK関連団体について」トップページ



31グループ経営改革の主要課題①

子会社等の役割や業務内容などについては、引き続き精査し、既存業務を見直すとともに、団体間での
重複業務の合理的なあり方についても検討する。効果が見込める経営統合については積極的に検討
し、グループ経営改革を推し進めることを次期中期経営計画に反映させることを目指す。

新型コロナウイルス感染拡大で顕在化した財政基盤強化の必要性など、経営課題についても加味して
検討。

（参考：近年の統合事例）
○２０１９年４月、技術分野の「ＮＨＫアイテック」と「ＮＨＫメディアテクノロジー」を統合し、「ＮＨＫ
テクノロジーズ」を設立した。役員体制や管理部門の重複業務などを整理するとともに、情報セキュリテ
ィやインターネット展開など、今後求められる新たな業務への対応を目指している。

○２０２０年４月、番組制作分野の「ＮＨＫエンタープライズ」と「ＮＨＫプラネット」を統合し、新体
制での「ＮＨＫエンタープライズ」となった。統合前の両社が担ってきたコンテンツ制作・展開と地方局支
援のノウハウを融合させ、新たなＮＨＫの地域サービスの開発と充実を目指している。

※これにより、関連団体は２４団体に （1998年度は６５団体）

１ 経営統合も視野に入れた業務の見直し推進



32グループ経営改革の主要課題②

26年度 27年度 28年度

見える化 実施

29年度 30年度

3%

【子会社からみたNHK取引における営業利益率の推移】

営
業
利
益
率

4.2% 3.2% 2.4% 2.7% 2.9%

・番組関係 番組1本ごとに内容や制作手法が異なり、価格による競争になじまず、随意契約が多い。
競争性を高めるため、「企画競争」方式を導入し、拡充している。

・その他一般取引 役務提供や物品購入などの一般取引においては、競争契約が基本。

▼関連団体との取引

・見積に対する事前の査定に加えて、子会社の決算後に収支
実績をＮＨＫが確認する「見える化」を実施。

⇒随意契約を含めたＮＨＫ取引の営業利益率 3％程度に

委託額のさらなる適正化を行うＰＤＣＡサイクル

▼効率性と透明性の向上

▼外部制作会社との協力
・関連団体プロデューサーの統括による外部プロダクションが制作→公共放送の品質管理とノウハウの提供
・関連団体も外部の演出力を吸収

放送法において、NHKによる業務委託は、効率的に行われ、かつ、業務の円滑な遂行に支障が生じないようにする基準を定め
て行うこととされている。（23条2項）

２ 業務委託の効率性と透明性の向上



33グループ経営改革の主要課題③

配当可能原資の管理

放送法改正を踏まえた対応
利益剰余金の適切な管理について「内部統制関係議決」に記載
⇒ＮＨＫとＮＨＫ子会社との間の取引については受信料が財源になっており、
子会社の利益剰余金については、ＮＨＫが株主としての権利を行使して配当の形で還元させ、
ＮＨＫの経営資源として活用し、受信料を負担した視聴者のみなさまへ還元していく。

配当方針を「関連団体運営基準」に明記し、公表
配当方針の内容 ・各子会社の財務状況、事業計画、株主構成などを勘案したうえで、実施、規模等を決定すること

・配当の原則
・特例的な配当の実施
・理事会、監査委員会および経営委員会への報告

＊配当可能原資＝利益剰余金から事業継続に必要な内部留保を除いたもの
固定資産や運転資金、目的積立金（社屋の老朽化対策や基幹システム開発といった将来的に必要となる投資等）などを除外

３ 利益剰余金の適切な管理と還元

「配当可能原資＊」を計画的に還元
１６８億円 → １０１億円 ４年で３分の２程度に圧縮
（2015年度） （2019年度）



次期中期経営計画の策定に向けた対応について

 次期中期経営計画については、今年１月に施行された改正放送法において、
経営委員会よる意見募集を実施することが新たに義務付けられたところ

 このため、広く一般の意見をうかがうための案を今年の夏ごろには取りまと
めて、内容を公開して意見募集にかけることが必要と考えており、検討作業
を急いでいる

 意見募集を実施する際には、新型コロナウイルス感染症の影響を見つつ、そ
の時点での収支の考え方をお示ししたい

34



（参考）
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今後の経営環境：世帯数の減少 36

 総世帯数は、2023年をピークに減少に転じる
 一方で、単身世帯数は増加を続けた後、2032年以降に減少に転じると予測
 平均世帯人員数も、減少が予測されている

世
帯
総
数(

千
世
帯)

出所:国立社会保障・人口問題研究所の推計値

世帯数の推移予測（1990～2040年）
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今後の経営環境：テレビ保有率の低下 37

 若年層を中心に、テレビ保有率は低下傾向。世帯主が29歳以下の場合は88.4％に
 特に単身世帯については、59歳以下の保有率が9割を切っている

98.9 98.9 98.6 98.8 98.6

94.3

95.7
96.3

95.2
94.697.1

96.1 96.1

92.4
91.8

94.4

93.2
94.3

91.2
90.3

84.7

90.6

85.5

88.4
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100

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

92.3

92.9

87.4

86.4

89

86.7

90.5

70歳以上（n＝710）

60～69歳（n＝396）

50～59歳（n＝309）

40～49歳（n＝154）

30～39歳（n＝100）

29歳以下（n＝128）

全体（n＝1,797）

総世帯

世帯主が29歳以下

年代別 単身世帯の保有率（2018年3月）

（％）

（％）

2014年以降
薄型テレビが
調査対象に

出所：内閣府「消費動向踏査」

カラーテレビの保有率の推移



公共メディアとしての役割 38

 ＮＨＫは、放送と通信の融合が進み、メディアや視聴者の環境が大きく変化する中
にあっても、公共放送・公共メディアとしての役割を果たし続けていくためには、常
時同時配信と見逃し番組配信のサービスを実施することが不可欠と考え、その実施を
求めてきました。新たなサービスの開始は、ＮＨＫが、これからも信頼される「情報
の社会的基盤」としての役割を視聴者のみなさまの身近なところで果たし続けていく
ための、大切な一歩だと考えています。

 なぜいま、ＮＨＫが「常時同時配信」を行うのか。それは、放送を太い幹としつつ、
インターネットも適切に活用して、多様な伝送路で、視聴者・国民のみなさまに、公
共性の高いコンテンツや情報を「いつでも、どこでも」受け取っていただける環境を
整え、視聴できる機会を増やすことが、ＮＨＫの存在意義にも関わる重要な使命だと
考えているからです。（中略）なぜ「見逃し番組配信」のサービスを実施するのか。
それは、ＮＨＫの豊富なコンテンツを、スマートフォンやタブレットなどを使って、
視聴者のみなさまがそれぞれの場所や環境、スタイルで楽しみ、日々の暮らしに役立
てていただくという、新たな価値を提供したいと考えているからです。

文書全文：https://www.nhk.or.jp/net-info/data/document/information/200115-02-minogashi-jisshi.pdf

■「常時同時配信・見逃し番組配信の実施にあたって」（2020年1月15日公表・一部抜粋）



ＮＨＫに求められる役割をどう効率的に果たすか

 売上・利益をもたない非営利組織の公共放送では、効率性・生産性の証明が
難しいことから、ＮＨＫ総体として、受信料に見合う価値を提供できている
のかという視点でＶＦＭ（Value for Money）を測定し、公表している

 現３か年経営計画においても、「ＮＨＫが生み出した価値を測るＶＦＭは１
以上を確保する」という目標を設定

 調査開始以来、ＶＦＭは毎回、１以上を確保している

39

VFMの算出方法

VFM  =
NHKが生み出した価値額（視聴者の支払意思額の合計※）

NHKの事業支出額（決算）

※視聴者の支払意思額の合計＝
地上放送および衛星放送に対する支払意思額 × 契約数の合算

2014年度末 2015年度末 2016年度末 2017年度末 2018年度末

1.82 1.85 1.80 1.80 1.81 

最近のＶＦＭの推移

 いただいた受信料からどれだけの価値を生み出せるかを、現経営計画では測定



受信料の在り方の見直しの考え方 40

 受信料の値下げを確実かつ適切に実施し（負担軽減策とあわせて422億円規模、
2018年度の受信料収入の6％相当を還元）、支出の見直しを図ることにより、財政
安定のための繰越金を適正な水準（欧州連合では公共放送の財源として支出の
10％程度とするガイドラインを定めているが、日本の場合はこれに地震等の災害
リスクが高いことを追加要素として勘案し設定することが必要）に管理していく。

 世帯数の減少局面を迎える中、公平負担の徹底を図る一方で、事業規模の適正水
準での管理を進め、中長期の事業計画や収支見通しをふまえながら、適正な受信料
の在り方を引き続き検討する。

『「NHKインターネット活用業務実施基準の変更案の認可申請の取扱いに関する総務省の基本的考え方」に関する日本放送協会

の検討結果について』 https://www.nhk.or.jp/net-info/data/document/standards/191209-01-kentoukekka.pdf

■「総務省の基本的考え方」に関する日本放送協会の検討結果について（2019.12.8）
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2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

大都市圏
全国
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法人委託による世帯カバー率の推移

 民間事業者の提案・ノウハウ等を活用した効率的・効果的な契約・収納活動が期待できる
 公開競争入札等により経費の削減が期待できる

法人委託のメリット

法人委託の拡大による効率的・効果的な訪問活動の推進



42訪問によらない活動の推進①

郵便転居届とのワンライティング化

■ 郵便転居届とワンライティングで、ＮＨＫ住所変更届を
記入できる用紙を全国の郵便局に設置

ＮＨＫ住所変更届
（複写式）

ワンライティング住所変更届

※郵便転居届出時に、住所変更手続きの案内を希望された方には、
日本郵便株式会社より住所変更依頼通知の送付も実施している

ガス・電力事業者等による住所変更取次

■ ガスや電気の使用開始と終了の連絡時に、ガス・電力事業者
等による住所変更勧奨を実施 ※現在９事業者等と連携

ガ
ス
・
電
気
利
用
者

都
市
ガ
ス
・
電
力
事
業
者
等

Ｎ
Ｈ
Ｋ

ガス・電気
閉・開栓
連絡

ＮＨＫ住所
変更勧奨

ＮＨＫ住所
変更応諾

業務委託

「手続き完了のお知らせ」送付

取次結果の
報告

手続きワンストップ ネット・電話等
にて実施



43訪問によらない活動の推進②

専用投函資材による契約勧奨

■面接が困難な世帯等からのお手続き向上に向けて、
受信契約が確認できず、入居者名等が不明な住居
等への専用投函資材を活用したポスティングによる契
約勧奨を実施

受信契約が確認できない住居等へのポスティング

専用資材例

投函専用封筒 受信契約に関する
ご説明リーフレット

受信契約・
住所変更届

不動産会社・ＣＡＴＶ事業者との連携

■世帯の移動やＣＡＴＶ加入の機会に合わせ、視聴
者が簡便に受信契約に関する手続きを行えるよう、各
種事業者に業務を委託し、手続き窓口を拡大

受信契約世帯

異動 住所変更

新世帯
（単身赴任・学生の一人暮らし等）

ＣＡＴＶへの加入

業務委託先事業者

ＣＡＴＶ
事業者

ケーブルテレビ加入者からの受信契約
取次・受信料収納とりまとめ業務

約３５０施設

不動産会社
（賃貸・分譲）

約３５０社

賃貸の仲介や分譲手続きにあわせた
受信契約・住所変更取次業務

引越し会社
引っ越しにあわせた受信契約・住所変
更取次業務

９社



44訪問によらない活動の推進③

多様な支払窓口の拡大

24時間どこでもスマホ等でお支払いが可能となるモバイル決済
サービスと連携 ※現在５事業者と連携

モバイル決済サービスによる支払い

ＮＴＴによる受信料一括請求
ＮＴＴグループ各社の電話料金等と一括して受信料を請求

一括請求
（ＮＴＴ料金等＋受信料）

ＮＴＴグループ各社 ＮＨＫ

ＮＴＴファイナンス（請求とりまとめ）

連携しているモバイル決済サービス

■受信料のお支払いに関するお客様の利便性向上と、
収納率の向上に向けて、多様な支払窓口を拡大

CASメッセージを活用した衛星契約勧奨

■衛星放送の画面に表示し、受信機設置の連絡を促がす
CASメッセージの消去受付時（電話）において、衛星
契約を勧奨・取次

消去連絡時の契約取次イメージ

メッセージ
消去受付 契

約
勧
奨

契約
応諾

訪問対策・受信契約書提出は不要

確認文書送付

メッセージ消去連絡

ＮＨＫではBS設置の場合、衛星契約のお
願いをしています。衛星契約がお済でな
い方はお届けをお願いします。リモコン
の赤ボタンを５秒以上押し続けると案内
を表示します。０１２０―５５５７９７

※電話以外で設置確認メッセージ消去連絡があり、一定期間経過後も衛星契約でない場合は、
衛星契約の締結を促す「契約案内メッセージ」を衛星放送の画面に表示



817 804 819 816 780 759 769 788 785 
729 724 723 734 732 762 773 

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
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12.6% 12.5%

13.6% 13.3%

12.4%
11.9% 11.9% 11.9%

11.7% 11.4% 11.4%
11.1% 11.0% 10.8% 10.9% 10.8%

（注）決算値・2012年度以降税抜営業経費率

（単位：億円）

営業経費

法人委託の拡大開始

最高裁大法廷判決職員不祥事による
収入減

契約・収納活動経費（営業経費）の推移
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